
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

山梨県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

154

4,331

4,749 4,749

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0

315 469

210 378 588

都道府県 市町村 合計

4,331

0

1,827 1,827

（８）消費者教育・啓発活性化事業 17,397 9,694 27,091

0

（９）商品テスト強化事業 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

68,507

21,289

41,470

46%

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業 2,415

26,165 15,305 41,470

1692,246

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 0

消費者行政決算総額 89,796

合計



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

0 人0 人

0 人日

人

0 人日

0 人日

0 人

0 人日

0

管内全体の研修参加・受入（実績）

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

対象人員数

0

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

0 0県

管内市町村 0 0 0

事業実施自治体



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業計画

事業経費

11

210

基金（交付
金相当分）
対象経費

4,331 4,331

11

5,446 5,446

事業の実績

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

18 689 1 39 1 39

143

12

210210

市町村の相談担当者を対象に、資質向上を図るためのレベルアップ研修を開催（２回）。

県民生活センター移転に伴う機器拡充、相談室防音強化工事、啓発事業用備品購入（パ
ソコン、プロジェクター、スクリーン、カラープリンター）。県民生活センター前バス車内にお
けるアナウンス広告委託経費

国民生活センターが実施する研修に、消費生活相談員が参加する旅費と負担金を支援し
た。

月２回、弁護士を招いて相談員がアドバイスを受けることにより、対応力の強化を図った。

⑨消費者教育 啓発活性化事業

事業者を対象とした食品表示講習会を開催し、適正表示の推進を図った。

事業（実績）の概要

143

12

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

210⑦消費生活相談窓口高度化事業

18 689

143 143

2,345 2,345 1,8271,827

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑧食品表示・安全機能強化事業

架空請求による振り込め詐欺防止のＤＶＤを制作し普及啓発を図る。高校３年生を対象に
若者向けリーフレット作成配布。消費生活情報誌特別号を作成配布。消費者被害防止を

26,165

18,689 17,397 17,397

26,165

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業 18,689

29,221

2,246

29,221合計

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

休日の消費生活相談会開催（弁護士謝金）。市町村の広域的消費生活相談機能強化を
促進するためのシンポジウム開催（講師謝金、会場借り上げ、事例発表者謝礼等）。消費
者団体との新しい連携方策（ネットワークづくり）の取り組みとして、消費者団体に委託し、
市町村等において消費生活講座を開催。

若者向けリ フレット作成配布。消費生活情報誌特別号を作成配布。消費者被害防止を
呼びかけるテレビＣＭ制作（県として独自にオリジナルに作成したもの）。新聞広告。ラッピ
ングバス運行委託経費。コンビニのＡＴＭ画面広告。

2,2462,376 2,376



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

県民生活センターの機能の充実強化を図るため、業務に必要
な機器を整備するとともに、県民生活センター移転に伴う周知
を図った。

事業強化・機能強化の成果

国民生活センターが実施する研修に、消費生活相談員が参加する旅費を支
援した。

県弁護士会へ委託して、月２回、弁護士を派遣してもらい相談員がアドバイス
を受けた。県弁護士会への委託料。

事業者を対象とした食品表示講習会講師謝金、旅費、会場使用料。小売店
等食品適正表示チラシ作成。市町村配布用の安全・安心な食を考えるＤＶＤ
購入

国民生活センターが実施する研修に、県民生活センターの消
費生活相談員が参加する旅費を支援しレベルアップを図っ
た。

消費生活相談の高度化、複雑化に対応するため、県民生活
センターにおいて、相談員が弁護士に相談できる場を設け、
高度に専門的な消費生活相談への対応力を強化した。

農産物直売所を対象とした食品表示の注意点についての講
習会開催。適正表示パンフレット作成し、商工会を通じて小売
店に２６３０部配布。安全・安心な食を考えるＤＶＤを各市町村

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

対象経費（実績）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名

県民生活センター移転に伴う機器拡充、相談室防音強化工事、啓発事業用
備品購入（パソコン、プロジェクター、スクリーン、カラープリンター）。県民生
活センター前バス車内におけるアナウンス広告委託経費（１２月～３月２５千
円×４ヶ月×1,05）

市町村の相談担当者を対象に、資質向上を図るためのレベルアップ研修講
師謝金（２回）。

資質向上を目的としたレベルアップ研修を２回開催することに
より、市町村の相談担当者のレベルアップを図った。

⑧食品表示・安全機能強化事業
購入。

店に２６３０部配布。安全 安心な食を考えるＤＶＤを各市町村
に配布。

架空請求による振り込め詐欺防止のＤＶＤを制作。高校３年生を対象に若者
向けリーフレット作成配布。消費生活情報誌特別号を作成配布。被害防止を
呼びかけるテレビＣＭ制作（県として独自にオリジナルに作成したもの）。新聞
広告。ラッピングバス運行委託経費。コンビニのＡＴＭ画面広告委託料

架空請求による振り込め詐欺防止のＤＶＤを制作し普及啓発
を図った。高校卒業を控えた生徒を対象に消費者被害の予防
策を周知することにより、若者を狙った被害防止を図った。消
費生活情報誌特別号を作成しできるかぎり全戸配布。消費者
被害防止を呼びかけるテレビＣＭを制作し、山梨放送、テレビ
山梨の２社で放映。併せて消費者被害防止の新聞広告を掲
載。相談機関である県民生活センターの電話番号を掲出した
ラッピングバス山交バス、富士急バス各一台を運行。コンビニ
のＡＴＭ画面に多重債務相談窓口を表示。

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

休日の消費生活相談会開催（弁護士謝金）。市町村の広域的消費生活相談
機能強化を促進するためのシンポジウム開催（講師謝金、会場借り上げ、事
例発表者謝礼等）。消費者団体との新しい連携方策（ネットワークづくり）の取
り組みとして、消費者団体に委託し、市町村等において消費生活講座を開催
（実施委託料の内訳、講師料交通費等、50千円×４回×３団体)

弁護士による休日の消費生活相談会を月１回開催。市町村の
広域的消費生活相談機能強化を促進するためのシンポジウム
開催。消費者団体との新しい連携方策（ネットワークづくり）の
取り組みとして、消費者団体に委託し、市町村等において消
費生活講座を開催し、好評を得た。



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

年間研修総日数 0
自治体参加型

参加希望者数

実施形態

参加者数 0 人

人日年間研修総日数

0 人

0

0 人日0

法人募集型

人実地研修受入希望人数

年間研修総日数

人0 実地研修受入人数 0

年間研修総日数人日

研修参加・受入要望 研修参加・受入

人日

事業計画 実績



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

実施市町村

甲府市、富士吉田市、大月市、笛吹市、西桂町

4,745
富士吉田市、都留市、山梨市、韮崎市、南アルプス市、甲斐市、

笛吹市、上野原市、中央市、市川三郷町、西桂町、忍野村

北杜市、山中湖村

甲府市

458

事業名

378

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

458 412

4,337

315

378

4,744

412

4,337

338

378

338

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

315

378

甲府市、富士吉田市、山梨市、大月市、韮崎市、南アルプス市、
北杜市、甲斐市、笛吹市、上野原市、甲州市、中央市、市川三
郷町、早川町、身延町、南部町、富士川町、昭和町、道志村、西
桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、富士河口湖町、小菅村、丹

波山村

甲府市 378

10,7069,824

378

富士吉田市、笛吹市

15,30516,492

169344

378

15,937

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

合計 16,152

195370

9,863 9,694

378



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

消費生活相談の斡旋解決を図るため、月１回弁護士による相談日を設け、解決方法の助言を受けた。

事業・機能強化の成果の概要

消費生活相談コーナー設置。相談窓口案内板の設置。

消費者相談窓口の充実に必要な体制整備。相談コーナーの充実。事務用機器の購入。執務参考図書の購入。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
相談業務に必要な知識を取得し、相談窓口のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図るため、国民生活センター等が主催する研修への消費生活担当職員の参加の
支援。

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業
消費者被害を未然に防止のための消費者問題講演会の実施。一般向け、高齢者向け、若者向けの消費者教育のための啓発資料作成配
付。

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

41,470

うち都道府県の基金

26,165 千円

0

千円

千円うち管内の市町村合計

うち管内の市町村の基金計 0

⑫食品表示 安全機能強化事業

千円

千円

弁護士を招いて消費生活相談会の開催。他県の講師を派遣依頼し、庁内連絡体制、市民との連携を目指し講座を開催。

積増し相当分

うち都道府県

15,305

0



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

48,326

千円

千円 41,470

千円

89,796

-

千円49,029

千円

千円

- 千円15,305

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

200,000 千円

千円

千円49,029

設置当初の基金残高（交付金相当分）

26,165

平成20年度 平成21年度

千円 千円

42,885 千円

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

- - 千円

25,622 千円

0.46

千円

15,145 千円

- 千円

-160

- 千円

-

-543

千円

千円

- 千円

42,342 千円

5,984 千円

-千円

チェック項目

-

0.38

-

-

0.72

-

-

-703

40,767

42,885 千円 68,507

千円 21,289

千円

前年度差

6,144

6,144

千円

①都道府県の消費者行政決算

-

-- 千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

- 千円 -

千円

- 千円 0うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

13．都道府県の消費生活相談窓口

相談員総数 0

平成20年度末 相談員総数 9

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

820

0 千円

0

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

0

人

41,470 千円

千円

159,350 千円

千円

相談員総数 9人 21年度末実績

千円0

0

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

千円

消費生活相談員の配置

相談員総数 0

人

平成20年度末 相談員総数 9 人

平成20年度末

21年度末実績 相談員総数 9 人

21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数 0平成20年度末

人0

千円

200,000 千円

相談員総数 0 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数 0平成20年度末



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援 ○　　

③就労環境の向上

国民生活センター等で開催される研修参加費用の支援を行った。

処遇改善の取組

相談員総数 2

2 人 21年度末実績 相談員総数 2

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

相談員総数 0 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数 2

0 人 21年度末実績

①報酬の向上

具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

④その他

人

人0相談員総数平成20年度末 0

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数うち委託先職員等の相談員

③就労環境の向上

④その他

②研修参加支援 ○

甲府市：日額報酬を概ね１１％程度増加させた。（Ｈ２１．４～）

甲府市、富士吉田市、大月市、笛吹市、市川三郷町、西桂町、忍野村：
国民生活センターなどが主催する研修参加のための旅費を支援。

①報酬の向上 ○


